
ＮＯ！ＭＯＲＥ！空き家！ 
～空き家数(その他の住宅）全国最少の県、 
  空き家率（その他の住宅）５％以内の県を 
      目指して～ 
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概 要 

１．はじめに～空き家の実態について 

２. 現状分析～なぜ空き家が問題であるか 

３．政策提言 

  ①新リサイクル料金制度 

  ②空き家相談員制度 

  ③空き家賃貸、売買推進モデル地区事業 

４．総括 
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要 約 
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福井県の空き家数：４３，０００件（１３．９％）  
 ・全国的に増加傾向 ・放置すると様々な悪影響 

現
状 

空き家増加の主原因は「その他の住宅」 

 22,500件（7．27％） ←過去１５年間で９，９００件増 

課
題
分
析 

施
策
と
事
業 

その他の住宅 →２，０００件減（数で全国最小） [ 5年以内] 

          →５％以内（率で全国水準）   [10年以内] 

目
標 

新リサイクル料金制度 

空き家相談体制の拡充 

賃貸・売買推進モデル地区 

解体すべき空き家の解体 

空き家を中古市場に出す 

空き家の利用促進 



①全国 空き家数および空き家率の推移 
全国（昭和33年～平成25年）  ～総務省「住宅・土地統計調査」より 
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１．はじめに～空き家の実態について 



１．はじめに～空き家の実態について   

居住世帯のある住宅 

52,103,800 
（265,200） 

総住宅 

60,631,000 
(309,600） 

居住世帯のない住宅 

8,527,200 
（44,400） 

空き家（二次的住宅、賃貸用、売却用など） 

8,196,400 空き家率１３．５％ 
（43,000   空き家率１３．９％） 

一時現在者のみの住宅  

242,800 
（700） 

建設中の住宅 

88,100 
（600） 

※数値（件数）は速報集計結果 

上段が全国の件数 

（下段）が福井県の件数 
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空き家の定義： 
居住世帯のない住宅のうち、一時現在
者のみの住宅と建築中の住宅を除い
たもの 

②空き家の定義について 
総務省「平成25年住宅・土地統計調査」における住宅の定義より 



③空き家の区分、区分ごとの数について 
総務省「平成25年住宅・土地統計調査」の住宅定義の空き家区分から 

空き家 

8,196,400 
（43,000） 

二次的住宅 

412,000 
（1,200） 

賃貸用の住宅 

4,292,300 空き家率（賃貸用の住宅）７．０８％ 
（18,800） 空き家率（賃貸用の住宅）６．０７％ 

売却用の住宅 

308,200 
（500） 

※数値（件数）は 

 速報集計結果  

 上段が全国の件数  

 （下段）が福井県の件数 

「その他の住宅」とは，「賃貸用
の住宅」「売却用の住宅」「二次
的住宅」以外の住宅 

 

例えば，転勤・入院などのため
居住世帯が長期にわたって不在
の住宅や建て替えなどのために
取り壊すことになっている住宅の
ほか，空き家の区分の判断が困
難な住宅などを含む。 

その他の住宅 

3,183,900 空き家率（その他の住宅） ５．２５％ 
（22,500） 空き家率（その他の住宅） ７．２７％ 6 

１．はじめに～空き家の実態について 



２．現状分析～空き家が何故問題なのか？ 

 ① 安全性の低下（防災面） 

 ② 治安の低下（犯罪の発生） 

 ③ 公衆衛生の低下（雑草繁茂、不法投棄） 

 ④ 地域イメージの低下（景観の悪化） 

 

 
●今後、自治体に求められる対応 
   ⇒各自治体で本格的な「住宅余剰時代」を迎えた。 
     自治体が能動的に関与しないと解決しない。 
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●これまでの自治体の対応 
  住宅は個人の資産であり、対応は個人が主体 
   ⇒自治体は能動的に関与しない 
 



  １．ふくい空き家情報バンク（県・市町） 

 ２．空き家対策条例（市町） 

 ３．空き家流通アドバイザー派遣事業（福井市） 

 ４．ポケットパーク整備事業（越前町） 

 ５．リフォーム補助事業（市町） 
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①空き家に対するこれまでの施策 

 （福井県、市町の施策） 

（国の施策［見込］） 

２．現状分析～空き家が何故問題なのか？ 

  空き家に対する特別措置法（案） 
  （行政代執行、固定資産税の見直し） 



空き家増加の主原因は 

その他の住宅の増加 

②福井県における区分別空き家数の推移 
総務省「平成10～25年住宅・土地統計調査」より 
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平成10年～25年で空き家のうち 

「その他の住宅」数は9900件増 

２．現状分析～空き家が何故問題なのか？ 



③全国から見た福井県の空き家数、 
空き家率（その他の住宅）について 

全国
順位 

都道 
府県名 

空き家数 
（その他の住宅） 

１ 鳥取県 20,700 

２ 山形県 22,200 

３ 福井県 22,500 

４ 沖縄県 23,900 

５ 佐賀県 24,000 

全国
順位 

都道 
府県名 

空き家率 
（その他の住宅） 

１ 東京都 2.07% 

２ 神奈川県 3.06% 

３ 埼玉県 3.44% 

・・・ 

全国 5.25% 

・・・ 

２７ 福井県 7.27% 
その他の住宅を2000件以上 

減らすことで全国最少となる 

 

⇒ ５年以内の達成を目的とする 
その他の住宅を5%以下にする 

⇒ １０年以内の達成を目的とする 

空き家数全国最少、空き家率５％以内を目指す 10 

２．現状分析～空き家が何故問題なのか？ 
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解体すべき空き
家の解体促進 

空き家を中古住宅 
市場に出すことの 
促進 

①新リサイクル 
  料金制度の  
  導入 

②空き家に係る 
  相談体制の拡充 

中古住宅となった 
空き家の利用促進 

③空き家賃貸、売買 
    推進モデル地区事  
    業の実施 

３．政 策 提 言 

理
念 

施
策 

事
業 

空き家を減らして、 
県民の生活を守る 



 解体費用を事前に管理することで、 

 速やかな空き家解体を促す 

空き家所有者(９名)の４５％が、 

「解体したいが、解体費用の支出が困難で解体できない」 
と回答 
 

人口減少が進む中、 

   空き家をすべて活用することは、大変困難 

① 制度の目的 
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解体すべき空き家の解体促進 

新リサイクル料金制度の導入 

要
因
１ 

要
因
２ 

平成２２年から平成３２年→福井県の人口は４．６万人、世帯数は２千世帯減 
（国立社会保障・人口問題研究所の推計） 

平成２６年８月上旬に自治研修所のご協力で、県・市町
職員の研修受講者へアンケートを行いました。 

目
的 

３．政策提言① 



①解体が必要になる時までに、前もって費用を積み立てる仕
組みを作る。 

②空き家の適正管理に関する条例を定め、空き家所有者の意
識を醸成する。 

建物所有者 
（お客様） 

建築業者 
（施工） 

積立機関 
（金融） 

積立契約 

積立金支払い 

工事発注 

工事施工 

提携 

施工費支払い 

積立関係イメージ 

② 制度の概要 
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解体すべき空き家の解体促進 

新リサイクル料金制度の導入 ３．政策提言① 



 問：住宅解体、メンテナンスのための積立制度を利用しますか？  

利用 

する 

71% 

利用 

しない 
29% 

空き家所有者（２４名）へのアンケート 

利用 

する 
100% 

住宅購入建築者（６名）へのアンケート 

③－１ アンケート結果 

平成２６年８月中旬に、（一社）福井県建築士事務所協会会員様、（公社）全日本不
動産協会福井県支部会員様のご協力で、住宅購入建築者へアンケートを行いまし
た。 

14 

３．政策提言① 
解体すべき空き家の解体促進 

新リサイクル料金制度の導入 



問 ：住宅解体、メンテナンスのための積立制度は賛成ですか？ 
    反対ですか？ 

賛成 
60% 

反対 
40% 

建築・不動産業者（１０社）アンケート 

③－２ アンケート結果 
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３．政策提言① 

平成２６年８月中旬に、（一社）福井県建築士事務所協会様、（公社）全日本不動産
協会福井県支部様のご協力で、各会員様へアンケートを行いました。 

・金利の上乗せがあると良い 
 ⇒保険契約と同様の仕組が可能と考えられる。 

・建物所有者全て（法人・個人）が対象かどうか？ 
 ⇒基本的には個人を対象とする。 

・むしろ空き家を有効活用する場合の優遇策を 
 立案すべきでは？ 
 ⇒有効活用策は同時に提言する。 

意見 

・所有者がまずこの制度に同意するかどうか。 
 ⇒「利用する」の意見が多数派。 

解体すべき空き家の解体促進 

新リサイクル料金制度の導入 



空き家を中古住宅市場に出すことの促進 

空き家に係る相談体制の拡充 

① －１ 相談体制の現状と課題 

対象者の拡大 
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３．政策提言② 

（ⅰ）福井県の相談員制度（新ふくい人住まいの相談員） 

⇒空き家所有者や、売買・賃貸目的以外で空き家について相談したい人は相談できない 
 

①空き家を探す県外在住者のみ利用可 

②相談業務はアドバイスまでで終了＝その後には関与せず 

③相談は民間業者が対応＝行政は積極的に関与していない 
  ※京都市は市主催の相談会を開催（平成２６年６月） 

課
題 

相談者が安心して相談できる体制づくり 
課
題 



空き家を中古住宅市場に出すことの促進 

空き家に係る相談体制の拡充 

①－２ 相談体制の現状と課題 

ふくい空き家情報バンクの活用促進 
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３．政策提言② 

（ⅱ）ふくい空き家情報バンク 

②回答者（１０４名）の８７％が、   
  「ふくい空き家情報バンクを知らない」と回答 

①登録件数が少ない 
  （福井県合計７４件） 

①地方の地域コミュニティや慣習になじめるかどうか不安 
②目安となる相場が分からず、取引が行いにくい 

  （①、②ともに、国土交通省「個人住宅の賃貸流通の促進に関する検討会」最終報告） 

地方部の空き家取引に対応した施策の実施 

（ⅲ）地方部の空き家取引 

●一般県民街頭アンケート調査 
 日時：平成２６年７月２６日（土）  
      １３時～１６時 
 場所：福井市内大型量販店 正面玄関 

課
題 

課
題 
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（ⅰ）福井県の相談員制度（新ふくい人住まいの相談員）の見直し 

 ①誰でも相談できる 
   （県内にお住まい、県内に空き家をお持ち、または県内の空き家をお探しの方であればどなたでも） 

 ②相談員は多業種が登録 
   （宅地建物取引業者、設計、建設、解体業者、法律家等）  

 ④相談員と自治体で取引までの情報を共有する 
   （個人情報は共有しない） 

 ③相談員の窓口のほか、自治体の窓口も設置 

 ⑤自治体主催の相談会の実施 

（ⅱ）ふくい空き家情報バンクの活用促進 
  ①相談員にバンクの広報を依頼 

（ⅲ）地域づくりと空き家活用 

 ②地域の魅力などアピールポイントも掲載 
   し、内容の充実を図る 

 ①詳しくは提言③で。 

 
 
 

空き家を中古住宅市場に出すことの促進 
空き家に係る相談体制の拡充 

② 課題に対する対応策 

３．政策提言② 
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③ 空き家相談員制度イメージ 

３．政策提言② 
空き家を中古住宅市場に出すことの促進 

空き家に係る相談体制の拡充 



全国において、自治会、地域のＮＰＯ法人が空き家対策
を行い成果を上げている事例がある。 
                                 （福井県越前町、徳島県神山町） 

① 事業の目的 

地域住民活動をサポートすることで、 

空き家の賃貸、売買を推進する。 
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⇒成果を上げている事例は何が違うのか？ 

  福井県ではできないのか？ 

中古住宅となった空き家の利用促進 

空き家賃貸、売買推進 
      モデル地区事業の実施   

３．政策提言③ 

目
的 



②－１ 事例１：越前町 空き家を公園に 
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越前町防災安全課に 

お話を伺ってきました 

日時：平成２６年７月１５日（火） 

場所：越前町役場、 

    越前町内現場 

安心で潤いのあるまちづくり事業 

       ポケットパーク整備事業 

年
度 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 合計 

実
績 

3件 2件 2件 3件 4件 3件 17件 

  【事業の特徴】 

           ①申請者は区（個人ではない） 

  住民からの意見を吸い上げ、問題解決のために 

自治会長が積極的に動いた 

中古住宅となった空き家の利用促進 

空き家賃貸、売買推進 
      モデル地区事業の実施   

３．政策提言③ 



②－２ 事例１：越前町の課題 
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①ポケットパーク整備事業だけでは空き家問題を解決できない。 
 ⇒同じ集落内に事業対象となる空き家が複数あっても、全てをポケット 

   パークにするわけにもいかない。 

中古住宅となった空き家の利用促進 

空き家賃貸、売買推進 
      モデル地区事業の実施   

３．政策提言③ 

イメージ図

家

家 ポケットパーク 家

空き家

道路



③－１ 事例２：徳島県神山町 人口対策 
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神山プロジェクトの仕掛け人である、 

ＮＰＯ法人グリーンバレーの講演会 

 日時：平成２６年７月２８日（月） 

 場所：「朱種」（敦賀市） 

神山プロジェクト 

～未来の生き方・働き方を創造する～ 

①サテライトオフィス 

②ワークインレジデンス 

  空き家へ逆指名（○○屋さん
来ませんか。） 

③創造的過疎 

転出超過から転入超過へ 

【主な事業名】 

中古住宅となった空き家の利用促進 

空き家賃貸、売買推進 
      モデル地区事業の実施   

３．政策提言③ 



③－２ 事例２：徳島県神山町 人口対策 
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 意欲ある住民が情報発信し、地域ブランドを作り上げることで、
その魅力が次々と人を呼んだ。 

福井県 徳島県 

ブロードバンドサービス等の契約数順位 
（総務省情報通信統計データベース平成２５年度 
 人口比順位（100人あたりの契約数） 

２５位 
（４９．１６件） 

２９位 
（４７．５２件） 

全国学力学習状況調査 
（平成２６年度 小中学校 正答率順位） 

２位 
（７０．５％） 

３８位 
（６４．０％） 

保育園待機児童数（平成２５年１０月） 0人  170人  

事業成功要因は？ 

⇒特に目立った強みはない。 

中古住宅となった空き家の利用促進 

空き家賃貸、売買推進 
      モデル地区事業の実施   

３．政策提言③ 



④－１ 事業の概要 
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  １．対象地区 

    賃貸、売買できる空き家があり、 

    新しい住民を迎える意志がある地区 

    

 

     

  ２．事業内容：主体的サポート 

①地区住民から広報したい情報を募り、発信 
 

       
情報：地区の“売り” 
 地区の環境、特色、産業、必要と
されている人材、住人に希望するこ
と、行事の情報など 

発信 
①ふくい空き家情報バンクの活用 
②空き家相談員への広報依頼 
③来てほしい業界等への直接広報        

入居希望
者 

住民 

行政 

中古住宅となった空き家の利用促進 

空き家賃貸、売買推進 
      モデル地区事業の実施   

３．政策提言③ 

    ②空き家居住希望者の地区見学希望受付。 

  （見学は地区住民が立会う。）⇒生の声が聴ける 
③対象地区の住民に対して、新しい住民を迎える心構えの説明会を実施 

       ⇒将来的には、地区が自ら空き家を活用するプランを作成し、入居者を募集 
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空き家を減らして、県民の生活を守る 
 

③空き家賃貸、売買 
   推進モデル地区事業 

４．総括 

②空き家に係る相談 
 体制の拡充 

①新リサイクル 
料金制度 

条例による問題意識の醸成 
⇒解体すべき空き家の解体 
促進 

短期（ 5年）目標：空き家数(その他の住宅）全国最少 

相談窓口の拡充 
広い相談ニーズに対応 
⇒空き家を中古住宅市場
に出すことの促進 
 

住民活動のサポート 
⇒空き家の活用促進 
  地域活性化 

長期（10年）目標：空き家率（その他の住宅）５％以内 

解体費の事前積立制度 
⇒解体すべき空き家の解体 
促進 
 

モデル地区事業の事例集
積⇒集積した事例を踏まえ
た空き家活用促進 
 

集積した事例をもとに空き家
活用の促進⇒空き家を中古
住宅市場に出すことの継続 
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４．総括 
空き家数（その他の住宅）の目標 

 

1年目から5年目で、500件／年削減し、 
5年以内に、空き家数（その他の住宅）

20000件以下に 

 

5年目から10年目で1000件／年削減し、 
10年以内に、空き家数（その他の住宅） 

15000件以下≒空き家率５％以下に 

 


